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【手段（事業内容・どのようなことを行うのか）】

【事業開始のきっかけや他市の状況など】【めざす姿（意図・どのような状態になるのか）】

事業期間

事業の区分

目項
根拠法令

総合計画実施計画策定及び行政評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

対象年度

事業

担当課係等

【対象（だれに対して・何に対して行うのか）】

【事業をとりまく環境の変化】

考

備

予算事業名

16
294
43
293
0

R04年度

646

0

362

0

0

284

646

30
320
57

1,470
58

R05年度

         199.53

1,935

0

611

0

0

1,324

1,935

総合計画50ページ
予算書117ページ

今後ますます少子高齢化が進展するが、自らの健康は自らが守ると市
民一人ひとりが自覚をし、日々の生活の中で注意することは、医療費
の抑制や介護予防につながる。

健康教育、健康相談、訪問指導、
禁煙健康教育、女性の健康教育

【令和 6年度　事業内容】
健康教育、健康相談、訪問指導、
禁煙健康教育、女性の健康教育

【令和 7年度　事業内容】
健康教育、健康相談、訪問指導、
禁煙健康教育、女性の健康教育

【令和 8年度　事業内容】

生活習慣病予防の正しい知識の啓発普及を行う。
・健康教育：生活習慣病予防改善教室を実施。
・健康相談：健康相談日を定期的に開催し、実施。
・訪問指導：対象者の状況や必要に応じて実施。
・禁煙健康教育：小学生及び20歳に対し、禁煙健康教育を実施。
・女性のための健康教室を実施。

健康教育相談事業

金額 ( 千円 ) 金額 ( 千円 )

教育：４０歳～６４歳の市民
相談・訪問：全市民
禁煙教育：小学校5年生及び20歳
女性：18歳以上の女性

2004

健康教育相談事業費

主要事業

01
04

継続　（昭和53年度～　　  年度）

健康増進法

健康増進法に基づき、健康教育相談事業を実施している。

01

市民が健康に関する意識および知識を高め、生活習慣の改善と生活習
慣病の予防に取り組むことができる。

04

令和 6年度

重点事業

07 報償費
10 需用費
11 役務費
12 委託料
13 使用料及び賃借料

みんなで支えあい　安心して暮らせる地域福祉を目指そう

健康長寿で安心できる暮らしづくり

保健予防活動の充実 健康増進課

健康増進係

経常経費



種類

■指標

活動

指標

指　標　名 単　位

目標

目標

目標

指標

成果

目標

実績

実績

実績

実績

■事業評価

■方向性

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策））

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策））

R04年度 R05年度 R06年度

       5.00        0.00        0.00

      30.00        0.00        0.00

生活習慣病予防改善教室、女性の健康教室

定例健康相談（市役所、山川）、健康教育時健康相談

      12.00        8.00        8.00

      30.00       30.00       30.00

健康教育教室の開催回数

定例健康相談実施回数

□拡充（人・モノ・カネ等の拡充）　■改善改革しながら継続　□現状のまま継続（改善・改革なし）　□統合・新規事業への展開
□縮小　□休止　□廃止・終了　□予定どおりの要求　□一部改善の上要求　□今回は見送り　□その他の処置

地域における健康課題を把握し、各地域の実情に応じた健康相談や健康教育事業を継続的に実施することで、地域の健康力の向上を目
指す。

□拡充（人・モノ・カネ等の拡充）　□改善改革しながら継続　□現状のまま継続（改善・改革なし）　□統合・新規事業への展開
□縮小　□休止　□廃止・終了　□予定どおりの要求　□一部改善の上要求　□今回は見送り　□その他の処置

上記評価のとおり

回

回

Ａ 必要性は高い

Ａ 妥当である

方向性の具体的内容

企画調整会議の意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

Ａ 妥当である

Ｂ どちらとも言えない

Ｂ どちらとも言えない

Ｂ どちらとも言えない

Ｂ どちらとも言えない

必要性

妥当性

効率性

公平性

有効性

進捗度

総合評価

対応策提言等

市民がより健康な生活を送るために、市及び市内区別の疾患を把握し、健康教育や健康相
談を実施し、市民に対し生活習慣病をはじめとした疾病予防を周知する必要がある。

健康増進法において、市町村による生活習慣相談等の実施が規定されており、市が行わな
ければならない。

現在の手法が一般的であり、妥当である。

教室や相談への参加人数を増やす必要がある。

お知らせ版やホームぺージ、チラシなどで広く周知はしているが、相談者が少ない。教室
に関しては、参加者が増加したが、会場の関係上人数を制限している。

相談等参加者においては、健康に対する理解を深めるなど意識の向上が図れるが、参加者
が限られており、市民全体における意識の向上への働きかけができていない。

参加者が限られる、または重複がみられるなど全体として参加者が少ない。

市民の身体状況や疾病の状況を調査したうえで教室のプログラムを作成して開催したが、コロナ禍における会場の都合上、参加者を制
限せざるを得なかった。
相談は、認知度が低いのか、参加者が少ない状態にある。

市の現状を調査・分析したうえで、地域や年代、職種などの対象ごとに適した内容で教育や教室を行う必要がある。
また、教室開催場所の検討を行い、広く市民に教育の機会を得られるようにする必要がある。加えて、SNSを活用し広く周知を行う。

事業の必要性

実施主体の妥当
性

手段の妥当性

コストの効率性
・人員効率

受益者の偏り

成果向上の余地

事業の進捗

上記評価を踏まえて事業全体について評価し、問題点・課題等を指摘してください

この事業を今後どのように改善・改革をしていきますか

     102.00        0.00        0.00

      40.00        0.00        0.00

生活習慣病予防改善教室、女性の健康教室への参加延べ人数

定例健康相談（市役所、山川）、健康教育時健康相談への参加延べ人数

     100.00      150.00      150.00

      60.00       60.00       60.00

健康教育の参加人数

健康相談の参加人数

人

人

令和 4年度行政評価シート


